
別紙様式２
整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２年度(１年間)

事業実施地区名 千尋・加茂助地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (せんぴろ･かもすけ) 三重森林管理署

（三重県）

事業の概要・目的 千尋・加茂助地区は、三重県多気郡大台町の宮川上流に位置する大杉谷国有
林内に位置している。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機
能の発揮に関する地域の要請が高いことから早急な対策が望まれている地区で
ある。

当地区は、平成２１年１０月に発生した台風１８号に伴う集中豪雨により、
山腹崩壊が発生し、渓床には大量の不安定土砂が堆積している。

このため、これらの要請に応えながら、山腹崩壊の拡大による不安定土砂の
移動を抑止し、林道や下流域の環境省所有の休憩小屋等の保全並びに水土保全
機能の維持・向上を図るものである。

・主な事業内容 山腹工 0.53ha

・主な保全対象 林道 橋梁

・総事業費 ４５，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １０４，１０３ （千円）

総 費 用（Ｃ） ４３，２６９ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４１

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒廃拡大によ
る土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ水土保全機能の
発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２年度(１年間)

事業実施地区名 清水谷地区(しみずだに) 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） （滋賀県） 滋賀森林管理署

事業の概要・目的 清水谷地区は、滋賀県東近江市の愛知川上流の清水谷国有林内に位置してい
る。また、工事計画箇所の直下には、東近江市管理の茨川林道があり、一般車
両の通行も多いことから早急に復旧する必要がある。

当地区は琵琶湖の重要な水源地域となっているが、平成２１年１０月の集中
豪雨により山腹崩壊が発生し、不安定土砂の状況から今後の降雨等により直下
の林道等下流域へ甚大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、山腹工を施工することにより、下流域の保全並びに保安林機能の
増進を図るものである。

・主な事業内容 山腹工 0.12ha

・主な保全対象 林道

・総事業費 ３２，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ４７，８２８ （千円）

総 費 用（Ｃ） ３０，７６９ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５５

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊を放置すれば、今後の集中豪雨等により不安定土砂の
流出及び山腹崩壊が拡大する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、森林の安定化が図られ水土保全機能の発揮
が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 生活環境保全林整備事業 事業計画期間 平成２２～２８年度(７年間)
（国有林）

事業実施地区名 嵐山地区(あらしやま) 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 嵐山地区は、京都市西京区の嵐山国有林内に位置している。
当地区は、自然環境の維持、保全や水源かん養機能だけでなく、観光資源と

しての風致景観等を含めた公益的機能の高度発揮に関する地域の要請が高く、
森林浴と合わせ年間を通じ多くの人（年間800万人超：京都市観光年報(H20)よ
り）が訪れている。

当地区内では下層植生が少なく表土流出が認められ、また、部分的に基岩が
露出し風化や亀裂が発達しているため、崩壊・落石等による事故の恐れがある
ことから早急な対策が望まれているところである。また、集中豪雨による渓流
の荒廃から不安定土砂も多く見られる。

本事業は、これらの要請に応えながら、不安定土砂の移動を抑止し、下流域
の保全並びに森林の水土保全機能の維持、向上を図るもである。

・主な事業内容 渓間工 8基
山腹工 3.6ha
本数調整伐 1.0ha

・主な保全対象 人家 店舗 市道

・総事業費 ２２０，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ２７０，０８６ （千円）

総 費 用（Ｃ） １８７，４６０ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．４４

評価結果 ・必要性: 荒廃を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒廃拡大による崩
落、土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全、地元要請等、当事業
実施の必要性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、森林の安定化が図られ水土保全機能の発揮
が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２～２３年度(２年間)

事業実施地区名 カンカケ地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 カンカケ地区は、兵庫県宍粟市波賀町の引原川上流の赤西国有林内に位置し
ている。

当地区は平成２１年８月に発生した台風９号により山腹崩壊、渓流は荒廃
し、渓床には大量の不安定土砂が堆積している。

山腹の崩壊斜面では雨裂が見られ、降雨時には土砂流出が見られるなど、今
後の集中豪雨等により、崩壊地の拡大、渓流の荒廃が拡大し下流域へ甚大な被
害を及ぼす恐れがある。

このため、渓間工・山腹工を施工することにより、下流域の保全並びに保安
林機能の増進を図るものである。

・主な事業内容 山腹工 0.10ha

・主な保全対象 林道

・総事業費 ５１，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ６１，２１６ （千円）

総 費 用（Ｃ） ４８，３３６ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．２７

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊、渓流荒廃を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒
廃拡大による土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、森林の安定化が図られ水土保全機能
の発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２年度(１年間)

事業実施地区名 深谷地区(ふかだに) 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 深谷地区は兵庫県芦屋市六麓荘町の住宅・大学に隣接する剱谷国有林内に位
置している。

当地区は下層植生が乏しく表土の流出により不安定な浮石が点在しており、
今後の集中豪雨等による落石発生の危険性が非常に高く、直下の住民からの落
石対策の要請がある。

このため、直下の住宅等保全対象を落石被害から守るため、早急な落石防止
対策を実施するものである。

・主な事業内容 山腹工 1.05ha

・主な保全対象 人家

・総事業費 １３，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １２９，５６２ （千円）

総 費 用（Ｃ） １２，５００ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １０．３６

評価結果 ・必要性: 荒廃した林内に点在する浮石の状況から判断すると、今後の集
中豪雨等により落石発生の恐れが高い。

落石防止等隣接住宅地の保全等保安林機能の発揮のため当事業
の実施が必要である。

・効率性: 事業の実施により、住宅地の保全が図られ水土保全機能
の発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山事業 事業計画期間 平成２２年度～平成２４年(３年間)
（国有林）

事業実施地区名 草谷・大谷山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (くさたに･おおたにやま) 兵庫森林管理署

（兵庫県）

事業の概要・目的 草谷・大谷山地区は兵庫県加古川市の北部に位置する草谷国有林・大谷山国
有林内に位置している。

当地区は平成２１年４月に発生した山火事により、国有林4.96ha（民有林49.
0ha）の森林が焼失した箇所で、降雨等により土砂の流出等による被害が危惧さ
れる。

このため、農地・ため池・市道等の保全のために、表土流出の抑止、植栽に
よる森林の公益的機能の早期復元を図るものである。

なお、当事業は民有林(0.70ha)と連携し、特定流域総合治山事業(防災林造成
タイプ)を行うものである。

・主な事業内容 植栽工 4.96ha
筋 工 800ｍ
歩道新設 2,700ｍ

・主な保全対象 農地 市道 農道

・総事業費 １６，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ３８，７６４ （千円）

総 費 用（Ｃ） １４，５４４ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６７

評価結果 ・必要性: 火災にいより荒廃した森林の状況から判断すると、今後の集中
豪雨等により表土の流出及び山腹崩壊が発生する恐れが高い。

下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要
である。

・効率性: 事業の実施により、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能
の発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２～２６年度（５年間）

事業実施地区名 比曽地区(ひそ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） （奈良県） 奈良森林管理事務所

事業の概要・目的 比曽地区は奈良県吉野郡大淀町の吉野川の支流である比曽川の上流流域にあ
る高取山国有林内に位置し、地質の大半は花崗岩地帯であり、山腹崩壊による
大量の不安定土砂が渓床に堆積している。また、降雨のたびに濁水や土砂の流
出することから、地元から早期に復旧するよう要請がある。

平成２１年１０月発生の台風１８号に伴う集中豪雨により、山腹崩壊が発生
し、渓床には大量の不安定土砂が堆積している。

このため、山腹工と渓間工を施工することにより発生源からの土砂流出抑止
並びに渓床の安定と山脚固定を行い、下流域の保全並びに保安林機能の増進を
図るものである。

・主な事業内容 渓間工 3基
山腹工 0.95ha
作業道 1,000ｍ

・主な保全対象 人家 田 林道

・総事業費 ２００，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ２８２，８４５ （千円）

総 費 用（Ｃ） １７７，８７４ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５９

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊、渓流荒廃を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒
廃拡大による土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、山腹崩壊地・荒廃渓流の復旧が図られ水土
保全機能
の発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２年度(１年間)

事業実施地区名 不動谷川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (ふどうだにかわ) 和歌山森林管理署

（和歌山県）

事業の概要・目的 不動谷川地区は、和歌山県伊都郡高野町の不動谷川上流の高野山国有林内に
位置しており、山腹崩壊斜面では表面浸食が継続し、荒廃が進んでいる地区で
ある。

平成１８年の集中豪雨により山腹崩壊が発生し、表面浸食が継続し不安定な
状況にあり、今後の降雨等により下流域へ被害を及ぼす恐れが危惧される。

山腹崩壊の拡大を防止し、直下の林道、町道の保全並び水土保全機能の維持
・向上を図るものである

・主な事業内容 山腹工 0.14ha

・主な保全対象 町道

・総事業費 ２０，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ３３，１８１ （千円）

総 費 用（Ｃ） １９，２３１ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．７３

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊を放置すれば、今後の集中豪雨等により不安定土砂の
流出及び山腹崩壊が拡大する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、森林の安定化が図られ水土保全機能の発揮
が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 山地災害総合減災対策治山 事業計画期間 平成２２～２４年度（３年間）
（国有林）

事業実施地区名 権現山103地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (ごんげんやま103) 和歌山森林管理署

（和歌山県）

事業の概要・目的 権現山１０３地区は、和歌山県新宮市市街の北西部の権現山国有林内に位置
している。また、世界遺産（紀伊山地の霊場と参詣道）の一部及び都市近郊林
で市民の憩いの場として親しまれており入込者数が多い地区である。

急峻な地形に併せ、転石・浮石が多数あり、隣接民家等への転石、崩壊の危
険が高い地区であり、早急な落石等防止対策が必要である。また、直下の民家
等地域からも早急な対策の要請がある。

このため、直下の住宅等保全対象を落石被害から守るため、早急な落石防止
対策を実施するものである。

・主な事業内容 山腹工 0.18ha

・主な保全対象 人家

・総事業費 ４４，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １４４，２８１ （千円）

総 費 用（Ｃ） ４０，６２６ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．５５

評価結果 ・必要性: 林内に点在する転石・浮石の状況から判断すると、今後の集中
豪雨等により落石発生の恐れが高い。

落石防止等隣接住宅地の保全等保安林機能の発揮のため当事業
の実施が必要である。

・効率性: 事業の実施により、住宅地の保全が図られ保安林機能の発揮が
見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １０

事 前 評 価 個 表

事業名 森林水環境総合整備事業 事業計画期間 平成２２～２６年度（５年間）
（国有林）

事業実施地区名 山王谷本流地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (さんのうだにほんりゅう) 鳥取森林管理署

（鳥取県）

事業の概要・目的 山王谷本流地区は、鳥取県鳥取市佐治町の佐治川上流の山王谷国有林内に位
置している。

過去の台風や集中豪雨による災害を復旧するために航空緑化等土砂発生源対
策(192箇所9.50ha)、渓間工等土砂流出防止対策(14基)を実施したところである
が、現在でも当地区の荒廃率は0.43％と高く、今も渓流は荒廃しており、大型
台風時は大量の土砂の流下が見られる。また、林地についても樹冠のうっ閉が
見られ、森林が本来持っている水土保全機能が低下している。それから、当地
区下流の佐治ダム(発電ダム)管理者及び鳥取県からも土砂流出防止対策の実施
について、強い要望がある。

このため、谷止工の施工により流下土砂の抑止、山脚固定を図ると共に、本
数調整伐により森林の土砂流出防止機能を高度に発揮させ、下流域の保全並び
に保安林機能の増進を図るものである。

・主な事業内容 谷止工 6基
本数調整伐 77.40ha
作業道 1,000ｍ

・主な保全対象 林道

・総事業費 １９０，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １，９５８，４１０ （千円）

総 費 用（Ｃ） １６９，７６２ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １１．５４

評価結果 ・必要性: 渓流荒廃を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒廃拡大によ
る土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、荒廃渓流の復旧及び森林の安定化が図られ
水土保全機能の発揮が見込まれることから、有効性が認められ
る。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２～２３年度(２年間)

事業実施地区名 シャクショフ沢地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (しゃくしょふさわ) 島根森林管理署

（島根県）

事業の概要・目的 シャクショフ沢地区は、島根県益田市の益田川上流の明ヶ原国有林内に位置
し脆弱な地質であり、山腹崩壊地には不安定土砂が堆積している地区である。

平成２１年７月の集中豪雨により山腹崩壊が発生した箇所であり、渓床には
崩壊地から流出した不安定土砂が堆積しており、今後の降雨により、拡大崩壊
や不安定土砂流出の危険が非常に高く、下流域へ被害を及ぼすことが懸念され
る。

このため、山腹工と渓間工を施工することにより土砂流出の抑止並びに渓床
の安定と山脚の固定を行い、下流域の保全並びに保安林機能の増進を図るもの
である。

・主な事業内容 渓間工 3基
山腹工 0.14ha

・主な保全対象 林道

・総事業費 ３１，５００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ５１，８０８ （千円）

総 費 用（Ｃ） ３０，２３３ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．７１

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊、渓流荒廃を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒
廃拡大による土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、山腹崩壊地・荒廃渓流の復旧が図られ水土
保全機能の発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １２

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１～２２年度(２年間)

事業実施地区名 高鉢山4地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (たかばちやま４) 島根森林管理署

（島根県）

事業の概要・目的 高鉢山３地区は島根県津和野町の高津川上流の高鉢山国有林内に位置し急峻
な山地地形を呈しており、山腹には不安定な岩塊が存在する地区である。ま
た、直下には民家等がある。

急峻な地形に併せ、風化等により不安定な岩塊が多数あり、隣接民家等への
崩落の危険が高い地区であり、早急な落石等防止対策が必要である。また、直
下の民家等地域からも早急な対策の要請がある。

このため、直下の住宅等保全対象を落石被害から守るため、早急な落石防止
対策を実施するものである。

・主な事業内容 山腹工 0.12ha

・主な保全対象 人家 市道

・総事業費 ８５，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ９９，５７５ （千円）

総 費 用（Ｃ） ７６，３５８ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．３０

評価結果 ・必要性: 林内に点在する転石・浮石の状況から判断すると、今後の集中
豪雨等により落石発生の恐れが高い。

落石防止等隣接住宅地の保全等保安林機能の発揮のため当事業
の実施が必要である。

・効率性: 事業の実施により、住宅地の保全が図られ保安林機能の発揮が
見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２年度(１年間)

事業実施地区名 指谷山上流地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (ゆびたにやまじょうりゅう) 広島北部森林管理署

（広島県）

事業の概要・目的 指谷山上流地区は、広島県庄原市高野町の江の川上流の指谷山国有林内に位
置し、下流域の重要な水源地域となっているが、渓流が荒廃し、不安定土砂の
堆積、渓岸侵食が進んでいる地区である。

平成２１年７月の梅雨前線による集中豪雨により、渓床内には不安定土砂が
堆積しており渓岸浸食も著しいため、今後の降雨等により下流域へ甚大な被害
を及ぼす恐れがある。

このため、渓間工を施工することにより土砂流出の抑止並びに渓床の安定と
山脚固定を行い、下流域の保全並びに保安林機能の増進を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 1基

・主な保全対象 林道

・総事業費 １２，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ４１，２０９ （千円）

総 費 用（Ｃ） １１，５３８ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．５７

評価結果 ・必要性: 渓流荒廃を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒廃拡大によ
る土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、荒廃渓流の復旧が図られ水土保全機能の発
揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２年度(１年間)

事業実施地区名 伊与谷地区(いよだに) 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 伊与谷地区は、広島県庄原市口和町の江の川上流の釜ヶ峰山国有林内に位置
し、下流域の重要な水源地域となっているが、渓流が荒廃し、不安定土砂の堆
積、渓岸侵食が進んでいる地区である。

平成２１年７月の梅雨前線による集中豪雨により、渓床内には不安定土砂が
堆積しており渓岸浸食も著しいため、今後の降雨等により下流域へ甚大な被害
を及ぼす恐れがある。

このため、渓間工を施工することにより土砂流出の抑止並びに渓床の安定と
山脚固定を行い、下流域の保全並びに保安林機能の増進を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 1基

・主な保全対象 林道

・総事業費 １５，０００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ４７，３５１ （千円）

総 費 用（Ｃ） １４，４２３ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２８

評価結果 ・必要性: 渓流荒廃を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒廃拡大によ
る土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、荒廃渓流の復旧が図られ水土保全機能の発
揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２２～２３年度（２年間）

事業実施地区名 猿ヶ城山752う2外地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） (さるがじょうやま752う2ほか) 広島森林管理署

（広島県）

事業の概要・目的 猿ヶ城山７５２う2外地区は、広島県福山市の芦田川下流の赤滝山国有林内
に位置しており、山腹崩壊地内ではガリー浸食が進み、渓床では豪雨のたびに
不安定土砂の流出が見られる地区である。

平成16年10月台風23号、平成17年の集中豪雨等により山腹崩壊が発生し、多
量の不安定土砂、流木が渓床に堆積し荒廃が進んでいるため、今後の降雨等に
より下流域へ甚大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、山腹工と渓間工を施工することにより発生源からの土砂流出抑止
並びに渓床の安定と山脚固定を行い、下流域の保全並びに保安林機能の増進を
図るものである。

・主な事業内容 渓間工 1基
山腹工 0.43ha

・主な保全対象 農地 県道 林道

・総事業費 ８４，８００ （千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １６１，９７８ （千円）

総 費 用（Ｃ） ８０，６２１ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０１

評価結果 ・必要性: 山腹崩壊、渓流荒廃を放置すれば、今後の集中豪雨等により荒
廃拡大による土砂流出が発生する恐れが非常に高い。

水土保全機能の発揮による下流域の保全等、当事業実施の必要
性が認められる。

・効率性: 事業の実施により、山腹崩壊地・荒廃渓流の復旧が図られ水土
保全機能の発揮が見込まれることから、有効性が認められる。

・有効性: 費用対効果分析の結果から効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及
び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策
により林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果につい
て、効率的に計画されているものと認められる。


